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第１４章 本 試 験 対 策（解答）

日商２級の本試験では、第４問と第５問が工業簿記からの出題です。過去問をみると、個別原

価計算が第４問として出題されたり、第５問として出題されたりしていますので、各問の範囲は

特に意識する必要はないようです。問によってかかる時間は変わってきますが、20分程度を目安

にして下さい。それでは、合格ラインである７割を目指して頑張って下さい。

第４問対策 経費の計算 （２0点）２0分

Ｆ工業の製造原価に関する下記の資料を利用して、答案用紙に示した７月の製造間接費勘定、

仕掛品勘定、製品勘定、及び売上原価勘定の空欄に適切な金額を記入しなさい。なお、Ｆ工業の

決算日は12月31日である。

〔資 料〕

1. 下請に加工依頼していた部品が納入されたため、その全量を製造工程に投入した。なお、

この部品は納入業者に対して無償支給していたものであり、当社はその加工賃 260,000円を

現金で支払った。

2. 特許権使用料は、製品の生産量に比例して６ヶ月ごとに支払う契約になっている。７月の

生産量に対する特許権使用料の要支払額 222,000円を未払計上した。

3. 年間の棚卸減耗費予算額は 180,000円である。１ヶ月分を引当計上した。

4. 毎年７月１日に火災保険料を１年分前払いしている。支払時に前払保険料勘定で処理する

ため、当月分を経費計上した。なお、支払額 1,476,000円は小切手を振り出して支払った。

5. 工場内における償却資産の減価償却費年間予算額は 7,260,000円である。７月分を経費計

上した。

6. 修繕引当金の当年度繰入予定額は 1,440,000円であり、７月分を経費計上した。

7. 工場内の福利厚生施設の収支報告書によると、７月の運営赤字が 84,000円あったため、

工場長が同額の小切手を振り出し、施設管理者に手渡した。

8. ７月２日に欠員した工員を補充するために、工員を募集し７月６日に雇い入れた。この

募集に係る費用 120,000円を現金で支払った。

9. ７月に発生した間接材料費は 1,230,000円、間接労務費は 2,853,000円であった。

10. ７月に投入された直接材料費は 4,740,000円、直接労務費は 6,462,000円であった。
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第１４章 本試験対策（解答） Ｐ０２

（注） ゴシック体の金額は、答案用紙に印刷されています。

製 造 間 接 費

間接材料費 ( 1,230,000 ) 予定配賦額 ( 5,027,000 )

間接労務費 ( 2,853,000 ) 配 賦 差 異 123,000

間 接 経 費

棚 卸 減 耗 引 当 金 ( 15,000 )

修繕引当金 ( 120,000 )

前払保険料 ( 123,000 )

現 金 預 金 ( 204,000 )

減 価 償 却 累 計 額 ( 605,000 )

( 5,150,000 ) ( 5,150,000 )

仕 掛 品

前 月 繰 越 623,000 完成品原価 ( 16,853,000 )

直接材料費 ( 4,740,000 ) 次 月 繰 越 481,000

直接労務費 ( 6,462,000 )

直 接 経 費 ( 482,000 )

製造間接費 ( 5,027,000 )

( 17,334,000 ) ( 17,334,000 )

製 品

前 月 繰 越 400,000 売 上 原 価 ( 16,653,000 )

完成品原価 ( 16,853,000 ) 次 月 繰 越 600,000

( 17,253,000 ) ( 17,253,000 )

下書用紙には、例えば、次のようなを仕訳を行います。

1. (借) 外注加工賃 260,000 (貸) 現 金 260,000

直接経費

2. (借) 特許権使用料 222,000 (貸) 未払特許権使用料 222,000

直接経費

3. (借) 棚卸減耗費 15,000 (貸) 棚卸減耗引当金 15,000 ← 180,000÷12

間接経費

4. (借) 前払保険料 1,476,000 (貸) 当座預金 1,476,000

(借) 支払保険料 123,000 (貸) 前払保険料 123,000 ← 1,476,000÷12

間接経費

5. (借) 減価償却費 605,000 (貸) 減価償却累計額 605,000 ← 7,260,000÷12

間接経費

6. (借) 修繕引当金繰入額 120,000 (貸) 修繕引当金 120,000 ← 1,440,000÷12

間接経費

7. (借) 福利施設負担額 84,000 (貸) 当座預金 84,000

間接経費

8. (借) 工員募集費 120,000 (貸) 現 金 120,000

間接経費
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第１４章 本試験対策（解答） Ｐ０３

第４問対策 労務費の計算 （２0点）２0分

ＦＩＮ工業の労務費に関する下記の資料から、答案用紙の賃金・給料勘定、製造間接費勘定、

及び仕掛品勘定の空欄に適切な金額を記入しなさい。

〔資 料〕

1. 6月21日から7月20日分の賃金・給料支払帳によれば、7月の支払額は次の通りである。

賃 金 ・ 給 料 支 払 帳

自 平成○年6月21日 至 平成○年7月20日

支 給 総 額 控 除 額
番号 氏 名 正味支給額

基本賃金 加 給 金 社会保険料 所 得 税

0123 香川 真二 1,262,000 24,000 220,000 180,000 886,000

・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・

直接工賃金 3,320,000 230,000 660,000 330,000 2,560,000

0221 本田 圭裕 761,000 22,000 160,000 86,000 537,000

・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・

間接工賃金 1,695,000 106,000 310,000 123,000 1,368,000

0333 ｾﾙｼﾞｵ越前 641,000 27,000 110,000 75,000 483,000

・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・

給 料 1,100,000 98,000 212,000 160,000 826,000

2. 賃金・給料の未払額は次の通りである。

月初未払額 月末未払額

直接工賃金 1,150,000 1,123,000

間接工賃金 560,600 558,400

給 料 363,000 359,200

3. 賞与の年間予算額は 12,000,000円であり、毎月引当計上している。

4. 作業時間報告書によれば、7月1日から7月31日の直接工の就業時間は 1,925時間であり、

その内訳は次の通りである。

加工時間： 1,745時間 段取時間： 25時間 間接作業時間： 125時間

手待時間： 30時間

5. 直接工の予定消費賃率は 1,800円/時間である。
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第１４章 本試験対策（解答） Ｐ０４

（注） ゴシック体の金額は、答案用紙に印刷されています。

賃 金 ・ 給 料

※１ 当月支払額 ( 6,549,000 ) 前 月 繰 越 ( 2,073,600 ) ※３

※２ 次 月 繰 越 ( 2,040,600 ) 直接労務費 ( 3,186,000 ) ※４

間接労務費 ( 3,272,000 ) ※５

賃 率 差 異 ( 58,000 ) 差引

( 8,589,600 ) ( 8,589,600 )

製 造 間 接 費

間接材料費 123,400 予定配賦額 ( 7,686,400 ) 差引※７

間接労務費 配 賦 差 異 38,000

※５ 賃金・給料 ( 3,272,000 )

※６ 賞与引当金 ( 1,000,000 )

間 接 経 費 3,329,000

( 7,724,400 ) ( 7,724,400 )

仕 掛 品

前 月 繰 越 680,700 製 品 ( 15,419,200 ) 差引

直接材料費 5,100,000 次 月 繰 越 1,233,900

※４ 直接労務費 ( 3,186,000 )

※７ 製造間接費 ( 7,686,400 )

( 16,653,100 ) ( 16,653,100 )

〔資料を整理した表〕

① ② ③＝①＋② ④ ⑤ ③＋④－⑤

基本賃金 加 給 金 当月支払額 当月未払 前月未払 当月要支払額

直接工賃金 3,320,000 230,000 3,550,000 1,123,000 1,150,000 3,523,000

間接工賃金 1,695,000 106,000 1,801,000 558,400 560,600 1,798,800 ※ ５

給 料 1,100,000 98,000 1,198,000 359,200 363,000 1,194,200 ※ ６

合 計 6,115,000 434,000 6,549,000 2,040,600 2,073,600 6,516,000

※１ ※２ ※３

※１ 6/21～7/20までの当月支払額合計 6,549,000 円

※２ 7/21～31までの当月未払額の集計 ～ 本問では「月末未払額」の集計

直接工賃金 1,123,000 ＋ 間接工賃金 558,400 ＋ 給料 359,200 ＝ 2,040,600 円

※３ 6/21～30までの前月未払額の集計 ～ 本問では「月初未払額」の集計

直接工賃金 1,150,000 ＋ 間接工賃金 560,600 ＋ 給料 363,000 ＝ 2,073,600 円

※４ 直接労務費は、直接工の消費賃率×（加工時間＋段取時間）

@1,800 ×（1,745ｈ＋25ｈ）＝ 3,186,000 円

※５ 間接労務費 ＝ 間接作業賃金 ＋ 手待賃金 ＋（間接工賃金＋給料）の要支払額

間接工賃金の要支払額 給料の要支払額

@1,800 ×（125ｈ＋30ｈ）＋ 1,798,800 ＋ 1,194,200 ＝ 3,272,000 円

※６ 原価の正常性を保つため、賞与引当金は年間予算額の 1/12を毎月繰り入れる。

12,000,000円 × 1/12 ＝ 1,000,000 円
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第１４章 本試験対策（解答） Ｐ０５

第４問対策 個別原価計算 （２0点）２0分

Ｆ工業では、顧客からの注文に応じて製品仕様を変更するオーダーメードの特殊工具の受注生

産を行っており、実際個別原価計算を採用している。次の〔資料〕にもとづいて５月の仕掛品勘

定を完成させるとともに、５月の売上原価（原価差異を賦課した後の金額）を答えなさい。なお、

原価差異は、製造間接費以外からは生じない。

〔資 料〕

1. 原価計算表の要約（５月末時点）

指図書 No. 403 404 501 502 503

前 月 繰 越 450,000 300,000

直接材料費 323,000 216,000 421,000

直接労務費 240,000 260,000 398,000 222,000

製造間接費 340,000 320,000 285,000 267,000

合 計 450,000 880,000 903,000 899,000 910,000

製造着手日 3/5 4/10 5/6 5/10 5/22

完 成 日 4/26 5/23 5/20 5/28 6/10

引 渡 日 5/10 5/30 5/29 6/13 6/24

2. ５月の総勘定元帳（単位：円）

製造間接費

間接材料費 275,000 仕 掛 品 ？

間接労務費 348,000 操業度差異 ？

間 接 経 費 621,000

予 算 差 異 ？

？ ？
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第１４章 本試験対策（解答） Ｐ０６

1. ５月の仕掛品勘定

仕 掛 品

※１ 前 月 繰 越 300,000 製 品 ( 2,682,000 ) ※３

直接材料費 960,000 次 月 繰 越 910,000 ※４

※２ 直接労務費 ( 1,120,000 )

製造間接費 ( 1,212,000 )

( 3,592,000 ) ( 3,592,000 )

※１ 期首仕掛品原価

No.403は５月期首時点で完成しているので「期首製品」となる。No.404は５月期首時点

で未完成であるため、No.404に５月期首時点で集計されている 300,000円が期首仕掛品原

価となる。

※２ 当期製造費用

5/1～5/31に発生した製造原価で、下記の原価計算表の合計欄から求めることができる。

※３ 製 品

5/1～5/31に完成した製造指図書No.404、501、502の原価を下記の原価計算表から集計

する。

※４ 期末仕掛品原価

５月末時点で未完成のNo.503の原価を下記の原価計算表から集計する。

〔５月の原価計算表〕

指図書 No. 403 404 501 502 503 合 計

前 月 繰 越 450,000 300,000 750,000

直接材料費 323,000 216,000 421,000 960,000

直接労務費 240,000 260,000 398,000 222,000 1,120,000

製造間接費 340,000 320,000 285,000 267,000 1,212,000

合 計 450,000 880,000 903,000 899,000 910,000 4,042,000

製造着手日 3/5 4/10 5/6 5/10 5/22

完 成 日 4/26 5/23 5/20 5/28 6/10

引 渡 日 5/10 5/30 5/29 6/13 6/24

2. 配賦差異の把握（製造間接費勘定の貸借差額によって算定）

製造間接費
予定配賦額を逆算

間接材料費 275,000 仕 掛 品 1,212,000

間接労務費 348,000 配 賦 差 異 32,000 （不利差異）

間 接 経 費 621,000

ＡＣ計 1,244,000 1,244,000

（注）本問の資料からは、予算差異と操業度差異の金額は不明です。

3. ５月の売上原価（配賦差異賦課後） 2,265,000 円

引渡日が５月になっている指図書403＋404＋501

売上原価 ＝ 450,000 ＋ 880,000 ＋ 903,000 ＋ 配賦差異 32,000（不利）＝ 2,265,000
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第１４章 本試験対策（解答） Ｐ０７

第４問対策 部門別計算 （２0点）２0分

Ｆ製作所では、２つの製造部門と３つの補助部門を利用して、受注家具の製造・販売を行って

いる。製品原価計算にあたって、製造間接費は製造部門別の予定配賦率を用いて各指図書に正常

配賦している。組立部門は組立時間、機械加工部門は機械加工時間を配賦基準としている。そこ

で、次の〔資料〕にもとづいて、以下の問に答えなさい。

問１ 答案用紙に示した当月の補助部門費配賦表を完成させなさい。

問２ 解答用紙に示した仕訳の（ ）内に適切な数値を記入しなさい。

〔資 料〕

1. 年間の製造間接費予算

組 立 部 門 機械加工部門

製造部門費予算額 9,000,000 円 7,560,000 円

予 定 組 立 時 間 12,000 DLH

予定機械加工時間 8,400 MH

（注） 製造部門費予算額には補助部門費予算額が含まれている。

2. 当月の製造部門実績データ

組 立 部 門 機械加工部門

部門費実際発生額 626,550 円 518,700 円

実 際 組 立 時 間 980 DLH

実際機械加工時間 720 MH

（注） 部門費実際発生額には補助部門費は含まれていない。

3. 当月の補助部門実績データ

品質検査部門 保 全 部 門 工場事務部門

部門費実際発生額 101,500 円 88,200 円 58,050 円

配賦基準 組立部門 機 械 加 工 部 門 品 質 検 査 部 門 保全部門 工 場 事 務 部 門

品質検査部門 検査回数 8 回 6 回 2 回

保 全 部 門 保全時間 2 時間 5 時間 1 時間 1 時間

工場事務部門 人 員 数 15 人 12 人 2 人 3 人 2 人

4. その他

補助部門費は、直接配賦法によって各製造部門に実際配賦している。
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問１ 補助部門費配賦表の作成
（単位：円）

製 造 部 門 補 助 部 門

組 立 部 門 機械加工部門 品質検査部門 保 全 部 門 工場事務部門

部 門 費 626,550 518,700 101,500 88,200 58,050

品質検査部門 ※１ 58,000 43,500

保 全 部 門 ※２ 25,200 63,000

工場事務部門 ※３ 32,250 25,800

製造部門費 742,000 651,000

※１ 品質検査部門費を検査回数によって配賦 101,500円× 8回/（8回＋6回）＝ 58,000円

※２ 保全部門費を保全時間によって配賦 88,200円× 2ｈ/（2ｈ＋5ｈ）＝ 25,200円

※３ 工場事務部門費を人員数によって配賦 58,050円×15人/（15人＋12人）＝ 32,250円

問２ 製造間接費勘定から予定配賦額を仕掛品勘定へ、配賦差異を各差異勘定へ振替える仕訳

借 方 科 目 金 額 貸 方 科 目 金 額

仕 掛 品 ( 1,383,000 ) 製 造 間 接 費 ( 1,393,000 ) ←問１ 742,000＋651,000

予 算 差 異 ( 13,000 ) 操 業 度 差 異 ( 3,000 )

実際発生額 742,000円
〔組立部門〕

予算差異 8,000円（有利）

固定予算
操業度差異

予 基準操業度における組立部門費予算額△ 15,000円（不利）
算 9,000,000円×1/12 ＝ 750,000円

許
予定配賦額

容@750×980DLH

＝ 735,000円 額

@750

980DLH 1,000DLH 12,000DLH×1/12

実際発生額 651,000円
〔機械加工部門〕

予算差異 △ 21,000円（不利）

固定予算
操業度差異

予 基準操業度における機械加工部門費予算額18,000円（有利）
7,560,000円×1/12 ＝ 630,000円算

許予定配賦額

@900×720MH 容

＝ 648,000円 額

@900

720MH 700MH 8,400MH×1/12
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第４問対策 等級別総合原価計算 （２0点）２0分

Ｆ工業では、３種類の等級品の大量見込生産を行っており、等級別総合原価計算を実施してい

る。具体的には、まず、単純総合原価計算によって全体の完成品原価を計算し、これに等価係数

を適用して各等級品に按分する方法によっている。そこで、次の資料に基づいて、期末仕掛品原

価及び各等級品の完成品原価を求めなさい。

〔資 料〕

1. 当月の生産データ

月初仕掛品 1,200 個（40％）

当 月 着 手 6,800

合 計 8,000

仕 損 品 200

月末仕掛品 800 （50％）

完 成 品 7,000 個（等級品Ｘ：1,000個、等級品Ｙ：4,000個、等級品Ｚ：2,000個)

2. 当月の製造原価実際発生額

直接材料費 加 工 費

月初仕掛品原価 1,760,000円 556,000円

当 月 製 造 費 用 11,220,000円 8,304,000円

3. 等価係数

等価係数は等級品の重量に基づいて設定している。各等級品の単位あたり重量は次の通

りである。

等級品Ｘ 1.2kg/個

等級品Ｙ 1.8kg/個

等級品Ｚ 0.6kg/個

4. その他

(1) 仕掛品の評価にあたっては、先入先出法を適用すること。

(2) 仕損は工程の途中点で発生している。仕損費は、度外視法によって完成品と期末仕掛品

に負担させる。仕損品に評価額はない。
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期末仕掛品原価 1,840,000 円

完 成 品 原 価 Ｘ 2,500,000 円 Ｙ 15,000,000 円 Ｚ 2,500,000 円

問題文より、単純総合原価計算に最も近い方法を適用する。

1. 期末仕掛品原価及び全体の完成品原価の把握

当期製造費用の配分割合
仕掛品（Ａ＋Ｂ）Fifo

材料費 加工費
材 1,760,000円 首 1,200 完成品

加 556,000円 (480) 7,000 7,000
7,000

当期投入 － 1,200 － 480

材 11,220,000円 6,800

加 8,304,000円 ( ？ ) ： ：
仕損 200

(？)

末 800
800 800×0.5

(400)
1,360,000円 480,000円

21,840,000円

(1) 期末仕掛品原価

11,220,000円
材料費： × 800 ＝ 1,360,000円

7,000－1,200 ＋ 800

8,304,000円
加工費： × 800×0.5 ＝ 480,000円

7,000 － 480 ＋ 800×0.5
1,840,000円

(2) 全体の完成品原価

インプット原価合計 21,840,000円 － 期末仕掛品原価 1,840,000円 ＝ 20,000,000円

2. 全体の完成品原価を各等級品に配分

仕掛品（Ａ＋Ｂ）Fifo

材 1,760,000円 首 1,200 完成品 配 分 基 準
(差引)

加 556,000円 (480) Ｘ 1,000× ２ 2,500,000円
7,000 20,000,000円

当期投入 Ｙ 4,000× ３ 15,000,000円

Ｚ 2,000× １ 2,500,000円
材 11,220,000円 6,800

加 8,304,000円 ( ？ )
仕損 200

(？)

末 800 材 1,360,000

(400) 加 480,000

21,840,000円

等価係数の設定

Ｘ：Ｙ：Ｚ ＝ 1.2kg ： 1.8kg ： 0.6kg ＝ ２ ： ３ ： １
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第４問対策 本社工場会計 （２0点）２0分

Ｆ工業では、本社会計を工場会計から独立させている。材料は本社が発注し、工場内にある材

料倉庫に直送され、代金は本社が支払う。また、完成した製品は、直ちに本社にある製品倉庫に

搬送され、保管される。製品の販売はすべて本社が行っている。賃金給料や諸経費の支払いも本

社が行っている。また、機械減価償却累計額は本社の総勘定元帳で管理している。

当月の次の取引について、本社及び工場での仕訳を示しなさい。なお、仕訳が行われない場合

は、答案用紙の借方科目の解答箇所に「仕訳なし」と記入すること。

解答上使用できる勘定科目

買 掛 金 当 座 預 金 本 社

現 金 製 品 工 場

機械減価償却累計額 製 造 間 接 費 仕 掛 品

材 料 賃 金 給 料 操 業 度 差 異

(1) 工場従業員への給与 600,000円が現金で支給した。

(2) 本社は材料 280,000円を掛けで発注し、当該材料が工場内の材料倉庫に搬入された。

(3) 生産量に比例して支払うことになっている特許権使用料の当月生産分 126,000円を小切手

で支払った。

(4) 機械の減価償却費 60,000円を計上した。

(5) 製品 900,000円が完成し、本社の製品倉庫に搬入され、保管された。
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本問の場合、本社と工場の各勘定口座は次のような関係になります。

本社元帳の各勘定口座

買掛金 材 料 仕掛品 製 品 売上原価

現 金 賃金給料 売 上

機 械 減 価 償 却 累 計 額 減価償却費 製造間接費 売掛金

工場元帳の各勘定口座

(1) 工場従業員への給与 600,000円が現金で支給した。

（本社の仕訳） （工場の仕訳）

(借) 工 場 600,000 /(貸) 現 金 600,000 (借) 賃金給料 600,000 /(貸) 本 社 600,000

(2) 本社は材料 280,000円を掛け仕入れし、当該材料が工場内の材料倉庫に搬入された。

（本社の仕訳） （工場の仕訳）

(借) 工 場 280,000 /(貸) 買掛金 280,000 (借) 材 料 280,000 /(貸) 本 社 280,000

(3) 特許権使用料の当月生産分 126,000円を小切手で支払った。

（本社の仕訳） （工場の仕訳）

(借) 工 場 126,000 /(貸) 当座預金 126,000 (借) 仕掛品 126,000 /(貸) 本 社 126,000

(4) 機械の減価償却費 60,000円を計上した。

（本社の仕訳） （工場の仕訳）

(借) 工 場 60,000 /(貸) 機械減価償却累計額 60,000 (借) 製造間接費 60,000 /(貸) 本 社 60,000

(5) 製品 900,000円が完成し、本社の製品倉庫に搬入され、保管された。

（本社の仕訳） （工場の仕訳）

(借) 製 品 900,000 /(貸) 工 場 900,000 (借) 本 社 900,000 /(貸) 仕掛品 900,000
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第５問対策 標準原価計算 （２0点）２0分

Ｆ工業では、製品Ｎの大量見込生産を行っており、標準原価計算を実施している。次の資料に

基づいて、答案用紙に示した当月の仕掛品勘定及び月次損益計算書を完成させなさい。

〔資 料〕

1. 製品Ｎの原価標準

直接材料費 @600円 × 4.0kg ＝ 2,400円

直接労務費 @800円 × 2.5時間 ＝ 2,000

製造間接費 @600円 × 2.5時間 ＝ 1,500

5,900円

2. 当月の生産・販売量

月初仕掛品 400 個（60％） 月 初 製 品 1,200 個

当 月 着 手 4,600 完 成 品 4,200

合 計 5,000 合 計 5,400

月末仕掛品 800 （40％） 月 末 製 品 900

完 成 品 4,200 個 販 売 量 4,500 個

3. 当月の製造原価実際発生額

直接材料費 11,250,400円

直接労務費 8,280,000

製造間接費 6,523,000円

4. 当月の営業費実際発生額

販売費 4,260,000円

一般管理費 9,777,000円

5. その他

(1) 勘定記入の方法は、パーシャル・プランによること。

(2) 製品Ｎの販売価格は毎期 9,800円である。

(3) 標準原価差異については、会計年度末まで繰り延べるのではなく、月間の売上原価に賦

課すること。
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仕 掛 品

※１ 前 月 繰 越 ( 1,800,000 ) 完 成 品 原 価 ( 24,780,000 ) ※２

直 接 材 料 費 ( 11,250,400 ) 次 月 繰 越 ( 3,040,000 ) ※３

直 接 労 務 費 ( 8,280,000 ) 標準原価差異 ( 33,400 ) ※４

製 造 間 接 費 ( 6,523,000 )

( 27,853,400 ) ( 27,853,400 )

※１ 期首仕掛品の標準原価

材料費 @2,400×400個 ＋ 加工費 @3,500×（400×0.6）＝ 1,800,000円

※２ 完成品の標準原価

原価標準 @5,900 × 4,200個 ＝ 24,780,000円

※３ 期末仕掛品の標準原価

材料費 @2,400×800個 ＋ 加工費 @3,500×（800×0.4）＝ 3,040,000円

※４ 標準原価差異

期 間 標 準 原 価 材料費 @2,400×4,600 ＋ 加工費 @3,500×（4,280）＝ 26,020,000円

－）期間実際発生額 材 11,250,400 ＋ 労 8,280,000 ＋ 間 6,523,000 ＝ 26,053,400

(-) 33,400円

仕掛品

首 400 完成品 （注）加工費の完成品換算総量

(240)
4,200 (4,280) ＝ 完4,200＋末(320)－首(240)

投入

4,600

(4,280)
末 800

(320)

月 次 損 益 計 算 書 （単位： 円）

Ⅰ. 売 上 高 ( 44,100,000 )

Ⅱ. 売 上 原 価

※５ 月 初 製 品 棚 卸 高 ( 7,080,000 )

※２ 当期製品製造原価 ( 24,780,000 )

合 計 ( 31,860,000 )

月 末 製 品 棚 卸 高 ( 5,310,000 )

差 引 ( 26,550,000 )

※４ 標 準 原 価 差 異 ( 33,400 ) ( 26,583,400 )

売 上 総 利 益 ( 17,516,600 )

Ⅲ. 販売費及び一般管理費

販 売 費 ( 4,260,000 )

一 般 管 理 費 ( 9,777,000 ) ( 14,037,000 )

営 業 利 益 ( 3,479,600 )

※５ 期首製品の標準原価

原価標準 @5,900 × 1,200個 ＝ 7,080,000円
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第５問対策 直接原価計算・ＣＶＰ分析 （２0点）２0分

Ｆ社は製品Ｎを生産・販売しており、全部原価計算を実施している。当期は製品Ｎを 30,000個

生産し、全量販売した。当期の損益計算書は次の通りである。なお、Ｆ社には、棚卸資産に関す

る期首及び期末の在庫は存在せず、今後も保有しない方針である。

損 益 計 算 書 （単位： 円）

Ⅰ. 売 上 高 48,000,000

Ⅱ. 売 上 原 価 33,000,000

売上総利益 15,000,000

Ⅲ. 販売費及び一般管理費 9,900,000

営 業 利 益 5,100,000

損益計算書の原価情報を分析したところ、Ｆ社の固定費は製造間接費と一般管理費から発生し

ており、これら以外の原価要素は全て変動費である。単位あたり変動費の内訳は、直接材料費

300円、直接労務費 400円、製造間接費 100円、及び販売費 120円であった。

問１ Ｆ社が直接原価計算を実施していた場合の損益計算書を作成しなさい。

問２ 当期の損益分岐点売上高、及び安全余裕率を算定しなさい。

問３ Ｆ社の営業部長は、次期における全部原価計算の営業利益を当期の３倍にしたいと考えて

いる。単位あたり変動費及び固定費総額が資料から変化しないと仮定して、営業利益を３倍

にするために必要な売上高を算定しなさい。
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問１ 直接原価計算による損益計算書の作成

損 益 計 算 書 （単位： 円）

Ⅰ. 売 上 高 48,000,000 ← @1,600 × 30,000個

Ⅱ. 変動売上原価 24,000,000 ← @800 × 30,000個

変動製造マージン 24,000,000

Ⅲ. 変 動 販 売 費 3,600,000 ← @120 × 30,000個

貢 献 利 益 20,400,000 ÷ 30,000個 ＝ @680

Ⅳ. 固 定 費

製 造 原 価 9,000,000

販売費及び一般管理費 6,300,000

営 業 利 益 5,100,000

１．単位あたり全部製造原価 @1,100円（33,000,000円÷30,000個）の内訳

@1,100円 直接材料費 @300（資料）

直接労務費 @400（資料）

製造間接費 @400（差引） 変動製造間接費 @100（資料）

固定製造間接費 @300（差引）

２．販売費及び一般管理費 9,900,000円の内訳

9,900,000円 変動販売費 @120（資料）× 30,000個 ＝ 3,600,000円

固定販売費及び一般管理費 （差引）6,300,000円

３．単位あたり変動費、及び固定費

直接材料費 @300

直接労務費 @400 変動製造原価 @800
変動費 @920

変動製造間接費 @100

変動販売費 @120

固定製造間接費 @300 × 30,000個 ＝ 9,000,000 円

固定販管費 6,300,000 円

問２ 損益分岐点売上高、及び安全余裕率

原価、売上
売上 貢献利益率 ＝ @貢献利益 ÷ 販売価格

＝ @680 ÷ @1,600 ＝ 0.425営業利益

総原価 ＢＥＳ ＝ 固定費 ÷ 貢献利益率

＝ 15,300,000÷0.425

＝ 36,000,000円

0.575
安全余裕率 ＝ １ － 損益分岐点比率

＝ １ － 36,000/48,000千円
１

売上 ＝ 0.25 → 25％
36,000 48,000千円

75％ 25％

損益分岐点比率 安全余裕率

100％

問３ 目標利益達成点売上高

目標利益達成点売上高 ＝（固定費＋目標利益）÷ 貢献利益率

＝（15,300,000＋5,100,000×３）÷ 0.425 ＝ 72,000,000円
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